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 Contact point for the notice : General
Affairs Section, Japan Racing Associa‑
tion, Kyoto Racecourse, 32, Yoshijima
Watashiba‑jima‑cho, Fushimi‑ku, Kyoto
6128265, Japan TEL 0756313131

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
令和５年７月３日

国立研究開発法人国立環境研究所
理事長 木本 昌秀

◎調達機関番号 812 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 42
 業務名 令和５年度国立研究開発法人国立
環境研究所新研究本館新築基本設計業務
 業務内容 国立研究開発法人国立環境研究
所の事業性の確保、脱炭素化、レジリエンス
の向上等を実現するための新研究本館基本設
計業務
 履行期限 令和６年３月29日まで
 本業務は、「国及び独立行政法人等における
温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約
の推進に関する基本方針」に基づき、温室効
果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテー
マとした技術提案を求め、技術的に最適な者
を特定する環境配慮型プロポーザル方式の適
用業務である。

２ 参加資格、選定基準及び評価基準
 技術提案書の提出者に要求される資格要件
は、次に掲げる資格を満たしている単体企業
であること。
 国立研究開発法人国立環境研究所契約事
務取扱細則第５条の規定に該当しない者で
あること。なお、未成年者、被保佐人又は
被補助人であって、契約締結のために必要
な同意を得ている者については、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 国立研究開発法人国立環境研究所契約事
務取扱細則第６条の規定に該当しない者で
あること。
 環境省における令和５・６年度競争参加
資格「建築関係建設コンサルタント業務」
の参加資格の認定を受けていること。

 契約者等から建設コンサルタント業務等
に関し、指名停止を受けている期間中でな
いこと。
 暴力団排除に関する誓約事項に誓約でき
る者であること。
 技術提案書を提出しようとする者の間に
資本関係又は人的関係がないこと。
 建築士法（昭和25年法律第202号）第23
条の規定に基づく一級建築士事務所の登録
を行っていること。

 技術提案書の提出者を選定するための基準
 技術提案書の提出者の能力 技術者数、
技術力、同種又は類似業務の実績・内容、
ワーク・ライフ・バランス等の推進
 配置予定の技術者の経験及び能力 経験
及び資格、同種又は類似業務の実績・内容

 技術提案書を特定するための評価基準
 技術提案書の提出者の能力 技術者数、
技術力、同種又は類似業務の実績・内容、
ワーク・ライフ・バランス等の推進
 配置予定の技術者の経験及び能力 経験
及び資格、同種又は類似業務の実績・内容
 業務実施方針及び手法 業務の理解度、
業務の実施方針、課題に対する技術提案等

３ 手続等
 担当部局 〒3058506 茨城県つくば市小
野川16２ 国立研究開発法人国立環境研究
所 総務部会計課 契約第一係 ＴＥＬ
0298502775（担当 野々村）
 説明書の交付期間、場所及び方法 令和５
年７月３日（月）から令和５年７月19日（水）
午前10時から午後５時まで（土曜日、日曜日
及び祝日を除く。以下同じ。）の担当部局及
び当研究所ＨＰ上において交付する。
 参加表明書の提出期限、提出場所及び提出
方法
提出期限 令和５年７月19日（水）

午後５時
提出場所 上記担当部局に同じ
提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配

達記録が残るものに限る。）、若
しくは電子メールによる。（電
子メールの場合には、着信を確
認すること。）

（データ送付先:chotatsu@nies.go.jp）

 技術提案書の提出期限、提出場所及び提出
方法
提出期限 令和５年９月５日（火）

午後５時
提出場所 上記担当部局に同じ
提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配

達記録が残るものに限る。）、若
しくは電子メールによる。（電
子メールの場合には、着信を確
認すること。）

（データ送付先:chotatsu@nies.go.jp）
４ その他
 手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 契約保証金 納付。ただし、履行保証保険
等の場合は免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者がした入札及び入札に関する条件に
違反した入札書は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 当該業務に直接関連する他の設計業務の委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口 ３
担当部局に同じ。
 ２に掲げる資格を満たしていない者も
３により参加表明書を提出することができ
るが、その者が技術提案書の提出者として選
定された場合であっても、技術提案書を提出
するためには、技術提案書の提出の時におい
て、当該資格の認定を受けていなければなら
ない。
 詳細は説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KIMOTO Masahide, Pre‑

sident, National Institute for Environ‑

mental Studies (NIES)

 Classification of the products to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Basic de‑

sign work for construction on the New re‑

search main building

 Time‑limit to express interests : 5 : 00

PM, 19, July, 2023

 Time‑limit for the submission of propos‑

als : 5 : 00 PM 5, September, 2023

 Contact point for the notice :

NONOMURA Tomoyuki, Accounting Of‑

fice, General Affairs Division, National In‑

stitute for Environmental Studies, 162
Onogawa, Tsukuba‑shi, Ibaraki, 3058506
Japan. TEL 0298502775

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
令和５年７月３日

中部管区警察局福井県情報通信部長
山中 俊典

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 18
〇第１号
１ 調達内容
 品目分類番号 15、29
 導入計画物品及び数量 福井県警察本部用
指令通信装置（情報処理装置） １式
 調達方法 借入
 導入予定時期 令和６年度以降
 調達に必要とされる基本的な要求要件 詳
細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法
 資料等の提供期限 令和５年８月４日17時
15分（郵送の場合は必着のこと。）
 提供先 〒9108515 福井県福井市大手３
丁目17番１号 中部管区警察局福井県情報通
信部通信施設課施設第二係 電話077622
2880

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 令和５年７月３日から令和５年
８月４日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 15, 29

 Nature and quantity of the services to be

required : Command Communications

Equipment for Fukui Prefectural Police

Headquarters (Information processing sys‑

tem), 1 Set

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